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１　前年度指摘事項等に対する措置等

定　　　　員

備　　　　　考

 計

非常勤職員

分析担当

県民経済計算の推計に関すること。
景気動向分析に関すること。
産業連関表の作成に関すること。
統計相談に関すること。

人口統計担当
総務省が実施する周期調査（国勢調査等）に関すること。
文部科学省が実施する調査に関すること。

現　　　　員

      　  種別

区分

事務職員 技術職員 現業職員

統計課

生活統計担当
総務省が実施する経常調査（家計調査等）に関すること。
経常調査の広報及び調査員の安全対策に関すること。

経済統計担当
経済産業省（経済センサス等）、厚生労働省（毎月勤労統計調査）及び農
林水産省（農林業センサス等）が実施する調査に関すること。

課　　　　名 係（担当）名 課　　の　　主　　な　　所　　掌　　事　　務

普及活用担当
統計思想の普及及び統計の指導に関すること。
統計資料の収受・引継及び利活用の推進に関すること。
庁内統計調査の総合調整に関すること。
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５ 役付職員の調べ

（令和元年７月１日現在）

年 月

課長

在職期間
備　　　　考職　　　　　名

1 3岸田　康正

3

氏　　　　　　名

2

0 3課長補佐

課長補佐 谷口　正

井手野　孝広
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６　主な事業に関する調べ

（単位：千円）

国庫支出金 その他 一般財源

95,743 91,567 11 4,165

ア 目的及び事業の実施状況

　目的

　事業の実施状況

①法定受託調査（主なもの）

総務省統計局（基本統計費）

厚生労働省（労働統計費）

財源内訳

関連なし

関連なし

（ア）

（イ）

鳥取元気プロジェクト

元気づくり総合戦略

決算額事　　　業　　　名

周期調査等の実施

 　国から法定受託した各種統計調査を行うとともに、単県でも統計調査の実施や分析・加工を行うことにより、鳥
取県の状況を明らかにし、各種行政施策等の立案や企業活動に役立てる。

調　査　の　概　要
調 査 の
周 期

　鳥取市、米子市及び岩美町の店舗の小売価格、サービス料金、家賃
等を調査した。
　・調査品目：643品目　・調査員9人

毎　月
（隔  月）

　鳥取市及び境港市の世帯について、家計の収支、貯蓄及び負債等
を調査した。
　・調査世帯：117世帯　・調査員：9人

毎　月

　県内の15歳以上の者について毎月末1週間の就業状態を調査した。
　・調査世帯：月平均240世帯　・調査員：39人

毎　月

鳥取市、岩美町の製造業、小売業、サービス業などの個人企業の営
業収支等を調査した。
　・調査企業：34事業所　・調査員：2人

四半期

　住宅及び土地の保有状況その他の住宅等に居住している世帯に関
する現状と推移を全国及び地域別に明らかにするため調査を実施し
た。
　・調査区数：1,008調査区　・調査員：430人

５　年

　経済センサス‐基礎調査の調査ブロックの設定等準備事務を実施し
た。

５　年

　経済センサスを円滑に行うために、調査区の修正等管理を行った。 毎　年

経済センサス‐基礎調査準備事務

調　査　名

小売物価統計調査

家計調査

労働力調査

個人企業経済調査

経済センサス調査区管理

平成30年住宅・土地統計調査

調　査　名
調 査 の
周 期

毎　月

毎　月

毎　年

調　査　の　概　要

  労働及び経済施策の基礎資料とするため、給与及び労働時間等を調査した。
毎　月　勤　労
統　計　調　査

第１種調査
    　常用労働者30人以上の事業所について調査
　　　　・調査対象：226事業所
　　　　・郵送調査及びオンライン調査

第２種調査
　　　常用労働者5～29人の事業所について調査
　　　　・調査対象：240事業所
　　　　・調査員調査及びオンライン調査
　　　　・調査員24人

特別調査
　　　常用労働者1～4人の事業所について調査
　　　　・調査対象：394事業所
　　　　・調査員調査
　　　　・調査員39人
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農林水産省（農林水産統計費）

経済産業省（経済統計費）

文部科学省（教育統計費）

②単県統計調査

県統計調査費

地域統計分析費

調　査　の　概　要
調 査 の
周 期

2020年農林業センサス実施のための調査区の設定等準備事務を行った。 ５年

９市町村（海面に沿う市町村）の漁業経営体を対象に漁業種類、使用漁船等を
調査した。
　・調査対象：約600漁業経営体　・調査員：43人

５年

調　査　名

2018年漁業センサス

2020年農林業センサス調
査準備事務

調　査　の　概　要
調 査 の
周 期

　県内すべての学校（幼稚園、小学校、中学校、高等学校、各種学校
等）について、学級数、児童・生徒数、教員数、卒業者数等を調査した。
　・調査対象：323校 20教委

毎　年

　文部科学省が指定する幼稚園、小学校、中学校、高等学校について、
幼児・児童・生徒の発育及び健康状態等を調査した。
　・調査対象：141校

毎　年

調　査　名

学校基本調査

学校保健統計調査

調　査　の　概　要
調 査 の
周 期

　経済産業省が指定する製造業事業所について、生産額、出荷額、
在庫高等を調査した。
　・調査対象：26事業所　・郵送調査、オンライン調査

毎　月

　経済産業省が指定する商業事業所について、商品販売額、従業者
数等を調査した。
　・調査対象：71事業所
　・調査員調査、郵送調査、オンライン調査
　・調査員：1人

毎　月

  製造業の事業所を対象に、製造品出荷額、従業者数等の実態を調
査した。
　・調査対象：全製造事業所　　・調査員：83人

毎　年

調　査　名

生産動態統計調査

商業動態統計調査

工業統計調査

調　査　の　概　要
調 査 の
周 期

　県民の出生、死亡、転入、転出状況を男女別、年齢別に調査した。
　・調査対象：45,661件

毎　月

　各産業、各業種の品目ごとに、生産額、出荷額、在庫高等を調査した。
　・調査対象：88事業所　 ・調査員調査、郵送調査、メール調査
　・調査員：6人

毎　月

調査（事業）名

県人口移動調査

県鉱工業生産動態
調査

調　査　の　概　要
調 査 の
周 期

　

　県内の企業経営者を対象に、景気・経営に対する判断及び見通しを調査し
た。
　・調査対象：300事業所　　・郵送調査、メール調査

四半期

調査（事業）名

県経済動向分析

県企業経営者
見通し調査
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③統計分析・加工

地域統計分析費

イ 平成３０年度の事業実施に当たり改善等に取り組んだ点

①統計情報ページのアクセシビリティ向上

②鳥取県の推計人口（年報）の公表項目の見直し

ウ 成果及び効果

①統計情報ページのアクセシビリティ向上

②鳥取県の推計人口（年報）の公表項目の見直し

エ 課　題

①厳しさを増す調査環境への対応

②統計分析力の向上、有用性の啓発

　主に中心市街地において、人間関係の希薄化等により、国勢調査等の大規模調査時には調査員の確保が困
難となっている。
　また、現在の調査員の高齢化の問題もあり、統計調査員が主体となっての調査方法では、十分対応しきれない
恐れがあるため、国に対して広報活動の充実や、郵送調査・オンライン調査拡大等の調査環境の改善を引き続き
要望していく必要がある。

　データを活用した地域分析活動を県内に広めるとともに、地域分析セミナーの参加者を幅広く募集し、統計の有
用性や重要性を広く県民に啓発する必要がある。

　検索画面上で「統計調査名」と「主要公表項目」を併記したことにより、情報の検索性の向上による利用負荷の
軽減に一定の効果があったと考えられる。
　但し、統計課トップページのアクセス数は、平成29年度実績23,356件に対し、平成30年度は19,467件となり、前
年比▲16.7%となったことから、調査結果の活用をさらに推進していくことが必要である。

統計課HPの見直しによる 統計データの検索、利活用負荷の軽減を図った。

データ利用者である関係機関（庁内６課）を構成員としたワーキンググループで検討し、年報の公表項目を追加し
た。

　統計表に「市町村別男女別年齢３区分別人口と世帯数」、「外国人の市町村別年齢３区分別人口」等を追加す
ることにより、庁内での人口問題対応の議論を深めることが可能となった。（平成30年12月7日公表）

調　査　の　概　要
調 査 の
周 期

地域分析を実施し結果を情報発信するため、市町村職員、県内企業等を対
象にしたセミナーを開催した。
　・参加者：104名

-

　

　景気動向指数を推計するとともに、各経済活動分野の指標を収集・分析
し、県経済の動向を明らかにした。
　「鳥取県の経済動向」を毎月発行

毎　月

　県経済の実態を総合的に明らかにし、県行政施策の基礎資料を得るため
県内総生産（GDP）や県民所得などの推計を行った。

毎　年

　県民経済計算等で推計した県全体の数値を基にして、市町村内総生産な
どの推計を行った。

毎　年

　平成27年の県内における財やサービスの動きなどの経済活動を統計表に
表し、県経済の構造を総合的に把握する産業連関表を作成するための作業
を実施した。

５年平成27年
産業連関表

県民経済計算

市町村民経済
計算

調査（事業）名

地域分析セミナー

県経済動向分析

県経済の動向

県経済構造分析
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８　事業別実施状況調べ
(単位：円)

事　業　名 当初予算額 補正予算額 支 出 済 額 翌年度繰越額 差 引 残 額 事業の計画と実績・成果・不用額

（統計調査総務費）

職員人件費 156,442,000 △11,684,000 140,156,503 0 4,601,497
統計専任職員22名分の人件費を執行
した。

統計調査総務費 9,322,000 9,556,314 0 △234,314

統計専任職員（県職員）に係る事務
経費、市町村職員に対する研修の実
施、県が実施する統計調査の調整事
務及び国への届出事務、統計調査員
確保対策事業及び統計利用促進等事
業を実施した。

(234,314) (0) 地域統計分析費から流用

(主)県統計調査費 2,521,000 2,306,224 0 214,776 主な事業に関する調べのとおり。

(主)地域統計分析費 4,899,000 △304,000 2,347,948 0 2,247,052

主な事業に関する調べのとおり。

研修派遣実績の減及び地域分析セミ
ナー講師謝金、旅費が割安となった
ため3割以上の不用額が発生した。

(△234,314) (2,012,738) 統計調査総務費へ流用

目　　　　計 173,184,000 △11,988,000 154,366,989 0 6,829,011

（基本統計費）

(主)基本統計費 75,974,000 △5,150,000 66,703,232 0 4,120,768 主な事業に関する調べのとおり。

目　　　　計 75,974,000 △5,150,000 66,703,232 0 4,120,768

（労働統計費）

(主)労働統計費 13,857,000 0 12,948,681 0 908,319 主な事業に関する調べのとおり。

目　　　　計 13,857,000 0 12,948,681 0 908,319

（農林水産統計費）

(主)農林水産統計費 7,990,000 △1,054,000 5,838,634 0 1,097,366 主な事業に関する調べのとおり。

目　　　　計 7,990,000 △1,054,000 5,838,634 0 1,097,366

（経済統計費）

(主)経済統計費 6,879,000 △230,000 5,190,305 0 1,458,695 主な事業に関する調べのとおり。

目　　　　計 6,879,000 △230,000 5,190,305 0 1,458,695

（教育統計費）

(主)教育統計費 554,000 0 408,046 0 145,954 主な事業に関する調べのとおり。

目　　　　計 554,000 0 408,046 0 145,954

（国勢調査費）

国勢調査費 105,000 0 57,000 0 48,000

国勢統計実務検討会への参加し、市
町村国勢統計実務検討会を開催し
た。
市町村への委託料以外を基本統計費
の標準事務費で執行したため、3割以
上不用額が発生した。

目　　　　計 105,000 0 57,000 0 48,000

合　　　　計 278,543,000 △18,422,000 245,512,887 0 14,608,113

９　予備費の充用調べ   
なし

１０　繰越関係調べ   
なし

１１　収入証紙取扱額調べ　
なし
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H
3
1
.3

.3
1

（
免

除
）

H
3
1
.3

.3
1

（
H

3
0
.1

2
.1

1
）

2
9
,8

3
0
,0

0
0

随
R

1
.5

.8

上
記

の
外

、
契

約
額

が
2
5
0
万

円
未

満
の

も
の

1
,2

3
4
,8

0
0

本
庁

執
行

分
計

3
0
,9

4
5
,7

3
1

出
納

機
関

執
行

分
計

目
　

　
　

計
3
0
,9

4
5
,7

3
1

2
,5

0
1
,0

0
0

（
H

3
0
.7

.4
）

2
,5

0
1
,0

0
0

～
H

3
0
.7

.4
H

3
1
.3

.3
1

（
免

除
）

H
3
1
.3

.3
1

（
H

3
0
.1

2
.2

8
）

4
,5

7
9
,8

6
0

随
H

3
1
.4

.1
7

上
記

の
外

、
契

約
額

が
2
5
0
万

円
未

満
の

も
の

7
4
,0

0
0

本
庁

執
行

分
計

4
,2

8
0
,5

5
4

出
納

機
関

執
行

分
計

目
　

　
　

計
4
,2

8
0
,5

5
4

（
単

位
：
円

）

予
　

算
　

科
　

目

（
目

）

国 補 単 県 の 別

委
託

料
の

名
称

委
託

契
約

の
相

　
 手

　
 方

　
 当

　
　

初
　

　
契

　
　

約
入

札
等

年
月

日
(契

約
保

証
金

納
付

等
年

月
日

)

完
　

 了
年

月
日

支
  

出
  

の
  

状
  

況

備
 　

考
契

約
期

間

支
出

区
分

支
  

 出
年

月
日

金
  

 　
額

　
　

 変
 更

 契
 約

 （
 最

 終
 )

履
行

検
査

年
　

月
　

日

統
計

調
査

総
務

費
国 補

契
約

期
間

基
本

統
計

費
国 補

平
成

３
０

年
住

宅
・
土

地
統

計
調

査
に

係
る

市
町

村
委

託
費

1
9
市

町
村

（
株

）
新

日
本

海
新

聞
社

概 〃 精

H
3
0
.8

.8
H

3
1
.1

.1
0

R
1
.5

.2
2

2
9
,7

3
4
,0

0
0

9
6
,0

0
0

△
1
1
9
,0

6
9

1
9
-
0
0
0
3
0
2
9
0

地
方

公
共

団
体

へ
の

委
託

の
た

め
。

精
H

3
1
.4

.2
1
,7

2
8
,0

0
0

1
8
-
0
0
3
4
7
6
2
7

県
民

へ
の

周
知

と
い

う
目

的
の

た
め

に
は

他
に

代
え

が
た

い
媒

体
で

あ
る

こ
と

。

統
計

調
査

総
務

費
単 県

統
計

情
報

に
関

す
る

記
事

体
広

告
掲

載
業

務

H
3
0
.8

.3
外

H
3
1
.4

.2
6

4
,5

7
9
,8

6
0

△
3
7
3
,3

0
6

1
8
-
0
0
2
7
0
9
3
7

1
9
-
0
0
0
1
5
1
0
7

地
方

公
共

団
体

へ
の

委
託

の
た

め
。

農
林

水
産

統
計

費
国 補

２
０

１
８

年
漁

業
セ

ン
サ

ス
市

町
村

委
託

費
9
市

町
村

概 精
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予
定

価
格

 (
契

約
年

月
日

)
契

　
 約

　
 額

(契
約

年
月

日
)

契
 　

約
　

 額
契

約
形

態

予
　

算
　

科
　

目

（
目

）

国 補 単 県 の 別

委
託

料
の

名
称

委
託

契
約

の
相

　
 手

　
 方

　
 当

　
　

初
　

　
契

　
　

約
入

札
等

年
月

日
(契

約
保

証
金

納
付

等
年

月
日

)

完
　

 了
年

月
日

支
  

出
  

の
  

状
  

況

備
 　

考
契

約
期

間

支
出

区
分

支
  

 出
年

月
日

金
  

 　
額

　
　

 変
 更

 契
 約

 （
 最

 終
 )

履
行

検
査

年
　

月
　

日
契

約
期

間

2
,3

9
1
,0

0
0

（
H

3
0
.5

.1
4
）

2
,3

9
1
,0

0
0

～
H

3
0
.5

.1
4

H
3
1
.3

.3
1

（
免

除
）

H
3
1
.3

.3
1

随
R

1
.5

.7

上
記

の
外

、
契

約
額

が
2
5
0
万

円
未

満
の

も
の

3
2
,4

6
0

本
庁

執
行

分
計

2
,4

2
3
,4

6
0

出
納

機
関

執
行

分
計

目
　

　
　

計
2
,4

2
3
,4

6
0

（
  

  
  

 ）
～

（
  

  
  

）

上
記

の
外

、
契

約
額

が
2
5
0
万

円
未

満
の

も
の

1
6
3
,5

0
0

本
庁

執
行

分
計

1
6
3
,5

0
0

出
納

機
関

執
行

分
計

目
　

　
　

計
1
6
3
,5

0
0

（
  

  
  

 ）
～

（
  

  
  

）

上
記

の
外

、
契

約
額

が
2
5
0
万

円
未

満
の

も
の

5
7
,0

0
0

本
庁

執
行

分
計

5
7
,0

0
0

出
納

機
関

執
行

分
計

目
　

　
　

計
5
7
,0

0
0

合
　

　
　

計
4
0
,8

0
9
,2

1
7

　
（
４

－
２

）
委

　
託

　
料

（
他

課
か

ら
予

算
の

配
当

替
を

受
け

て
執

行
し

た
も

の
）

な
し

１
８

　
工

事
請

負
費

調
べ

な
し

１
８

－
２

　
工

事
請

負
費

調
べ

（
他

課
か

ら
予

算
の

配
当

替
え

を
受

け
て

執
行

し
た

も
の

）
な

し

１
９

　
財

産
に

関
す

る
調

べ
　

（
１

）
公

有
財

産
な

し

H
3
0
.6

.6
2
,3

9
1
,0

0
0

1
9
-
0
0
0
3
2
2
7
9

地
方

公
共

団
体

へ
の

委
託

の
た

め
。

経
済

統
計

費
国 補

平
成

３
０

年
工

業
統

計
調

査
の

市
町

村
委

託
費

1
9
市

町
村

概

教
育

統
計

費
国 補

国
勢

調
査

費
国 補
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　（２）金券類の受払状況
ア　金券の受払状況

受 入 額 払 出 額
　円 　円 　円 　円

郵便切手及び
郵便はがき

8,168 186,557 173,089 21,636

収入印紙 0 0 0 0
収入証紙 0 0 0 0

タクシークー
ポン券

0 0 0 0

鉄道バスプリ
ペードカード

0 0 0 0

合　　計 8,168 186,557 173,089 21,636

イ　タクシーチケットの受払状況

なし

 　（３）基　金
なし

 　（４） 債　権
なし

２０　財産の貸付け及び使用許可調べ
なし

２１　借受不動産明細調べ
なし

２２　職員住宅及び職員駐車場の管理状況調べ
なし

２３　寄附物件の受納状況調べ
なし

なし

２５　現金、有価証券、物品の亡失、損傷調べ

なし

照合年月日

２６　貸付金等状況調べ
なし

なし

なし

（２）　物品の照合
個　数

○　意見、要望等
　　（１）業務に関する要望等

　　（２）監査委員事務局に対する意見・要望等

現物確認できなかった物品

・　有　　　　　・　無H30.7.25

現物が確認できなかった物品名

（平成３１年３月３１日現在）

種　　別 前年度末
本　年　度　中

本年度末 備　　　　考

２４　備品の処分状況調べ

（１）　現金、有価証券、物品の亡失、損傷調べ
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